
都市計画法施行規則・・・改正後

（まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体）
第十三条の三 法第二十一条の二第二項の国土交通省令で定める団体は、次に
掲げる要件のいずれにも該当するものとする。
一 次のいずれかに該当する団体であること。
イ 過去十年間に法第二十九条第一項の規定による許可を受けて開発行為
（開発区域の面積が○・五ヘクタール以上のものに限る。）を行つたこ
とがあること。

ロ 過去十年間に法第二十九条第一項第五号から第十号までに掲げる開発
行為（開発区域の面積が○・五ヘクタール以上のものに限る。）を行つ
たことがあること。

二 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者又
は管理人を含む。）のうちに次のいずれかに該当する者がないこと。
イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの
ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなつた日から五年を経過しない者

ハ 法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三
年法律第七十七号。同法第三十一条第七項の規定を除く。）に違反し、
又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二
百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪
若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪
を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とがなくなった日から五年を経過しない者

（都市計画の決定等の提案）
第十三条の四 法第二十一条の二第三項の規定により計画提案を行おうとする

者（次項において「計画提案者」という。）は、氏名及び住所（法人その他
の団体にあつては、その名称及び主たる事務所の所在地）を記載した提案書
に次に掲げる図書を添えて、これらを都道府県又は市町村に提出しなければ
ならない。
一 都市計画の素案
二 法第二十一条の二第三項第二号 の同意を得たことを証する書類
三 計画提案を行うことができる者であることを証する書類

２ 計画提案者は、事業を行うため当該事業が行われる土地の区域について都
市計画の決定又は変更を必要とするときは、次に掲げる事項を記載した書面
を、前項の提案書及び図書と併せて都道府県又は市町村に提出することがで
きる。
一 当該事業の着手の予定時期
二 計画提案に係る都市計画の決定又は変更を希望する期限
三 前号の期限を希望する理由

３ 前項第二号の期限は、計画提案に係る都市計画の素案の内容に応じて、当
該都市計画の決定又は変更に要する期間を勘案して、相当なものでなければ
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ならない。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （略）

刑 法

（傷害）
第二百四条 人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万円以下の
罰金に処する。

（傷害致死）

第二百五条 身体を傷害し、よって人を死亡させた者は、三年以上の有期懲役 に処する。

（現場助勢）
第二百六条 前二条の犯罪が行われるに当たり、現場において勢いを助けた者
は、自ら人を傷害しなくても、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金若しく
は科料に処する。

（暴行）
第二百八条 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以下
の懲役若しくは三十万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。

（凶器準備集合及び結集）
第二百八条の三 二人以上の者が他人の生命、身体又は財産に対し共同して害
を加える目的で集合した場合において、凶器を準備して又はその準備がある
ことを知って集合した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処す
る。

２ 前項の場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って人

を集合させた者は、三年以下の懲役に処する。

（脅迫）
第二百二十二条 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知
して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人
を脅迫した者も、前項と同様とする。

（背任）
第二百四十七条 他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは第三者
の利益を図り又は本人に損害を加える目的で、その任務に背く行為をし、本
人に財産上の損害を加えたときは、五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金
に処する。
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暴力行為等処罰に関する法律

第一条 団体若ハ多衆ノ威力ヲ示シ、団体若ハ多衆ヲ仮装シテ威力ヲ示シ又ハ
兇器ヲ示シ若ハ数人共同シテ刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百八条
、第二百二十二条又ハ第二百六十一条ノ罪ヲ犯シタル者ハ三年以下ノ懲役又
ハ三十万円以下ノ罰金ニ処ス

第一条ノ二 銃砲又ハ刀剣類ヲ用ヒテ人ノ身体ヲ傷害シタル者ハ一年以上十五
年以下ノ懲役ニ処ス

２ 前項ノ未遂罪ハ之ヲ罰ス
３ 前二項ノ罪ハ刑法第三条 、第三条の二及第四条の二ノ例ニ従フ

第一条ノ三 常習トシテ刑法第二百四条、第二百八条、第二百二十二条又ハ第
二百六十一条ノ罪ヲ犯シタル者人ヲ傷害シタルモノナルトキハ一年以上十五
年以下ノ懲役ニ処シ其ノ他ノ場合ニ在リテハ三月以上五年以下ノ懲役ニ処ス

第二条 財産上不正ノ利益ヲ得又ハ得シムル目的ヲ以テ第一条ノ方法ニ依リ面
会ヲ強請シ又ハ強談威迫ノ行為ヲ為シタル者ハ一年以下ノ懲役又ハ十万円以
下ノ罰金ニ処ス

２ 常習トシテ故ナク面会ヲ強請シ又ハ強談威迫ノ行為ヲ為シタル者ノ罰亦前
項ニ同シ

第三条 第一条ノ方法ニ依リ刑法第百九十九条、第二百四条、第二百八条、第
二百二十二条、第二百二十三条、第二百三十四条、第二百六十条又ハ第二百
六十一条ノ罪ヲ犯サシムル目的ヲ以テ金品其ノ他ノ財産上ノ利益若ハ職務ヲ
供与シ又ハ其ノ申込若ハ約束ヲ為シタル者及情ヲ知リテ供与ヲ受ケ又ハ其ノ
要求若ハ約束ヲ為シタル者ハ六月以下ノ懲役又ハ十万円以下ノ罰金ニ処ス

２ 第一条ノ方法ニ依リ刑法第九十五条ノ罪ヲ犯サシムル目的ヲ以テ前項ノ行
為ヲ為シタル者ハ六月以下ノ懲役若ハ禁錮又ハ十万円以下ノ罰金ニ処ス
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